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春日市議会 近未来２１・翔春会・春風会合同 

会派行政視察 

 

期  日：平成２６年２月４日～５日（１泊２日） 

視 察 先：福島県郡山市議会 （政務活動費について） 

     栃木県宇都宮市議会（政務活動費について） 

視察行程：別紙参照 

 

 

 

１．福島県郡山市議会「政務活動費について」 

 

 郡山市において政務活動費（平成２５年

までは政務調査費）は昭和６１年の制定以

来数度の変遷を経て現在に至っている。最

も支給額の大きかったのは平成７年から２

０年度までの月額１３万円であった。また

それまでは使用基準については、充当でき

る使途を「調査研究に要する経費」とし、

出来ない物を「交際費的経費、党費その他、

政党活動に関する経費、その他適当でないと認める経費」とすると言う、極め

て大枠での括りであったように思われる。この後、平成２０年にこれらの基準

をさらに厳格にした「政務調査費の手引き」を作成し、また平成２３年に政務

調査費審議会において近年の社会経済情勢を鑑み市の執行実績や他の中核市の

水準等を検討し、支給額を月１０万年に引き下げ、２４年度に名称を地方自治

法の一部改正に伴い「政務活動費」

と変更している。※１支払いは、原則

あくまで会派に対して行うものと

している。※２また、政務活動費への

名称の変更に伴い「政務活動費をあ

てることができる経費」の条例化も

行っている。現在条例により政務活

動費を充てることが出来る経費の

範囲は以下の通りである。 
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区  分 内  容 

1 調査研究費 市の事務、地方行財政に関する調査研究及びその委託費用 

2 研修費 研修会を開催する為、団体の研修会に参加する経費 

3 広報費 住民に対する報告に要する費用 

4 広聴費 市民の要望、意見の聴取、相談等に要する費用 

5 要請・陳情活動費 要請並びに陳情活動を行うための経費 

6 会議費 各種会議へ参加するための経費 

7 資料作成費 活動に必要な資料の作成に要する経費 

8 資料購入費 必要な図書、資料等の購入に要する経費 

9 人件費 活動を補助する職員を雇用する経費 

10 事務所費 必要な事務所の設置及び管理に要する費用 

11 通信運搬燃料費 活動に付随する通信自動車燃料に要する費用 

これらの個別の使用制限等については全７０頁も及ぶ「郡山市政務活動費の手

引き」に詳細に記載されている。これらについて議会事務局の政務活動費担当

より詳しい説明を受け我々からの質問にもお答えを頂いた。 

 郡山市の政務活動費の大きな特徴と

しては、やはり政務活動費の支給対象

が個人ではなく「会派」となっている

ことが挙げられるであろう。※３これは

多くの自治体が取り入れている制度で

あり、やはり理由としては、個人に支

給するよりも会派に支給することによ

って「政務」の意味合いを明確にする

と言う事になるのであろう。この事に

ついては後の「総括」において所見を述べるが、確かに一見もっともな理由で

あると思われるが大いなる矛盾も孕んでいる。実際、この郡山市においても会

派に対して支給するとしながら「一人会派」を認めているし、それに対する支

給も当然行われている。この点に関しては質問すること自体が若干意地悪な感

じもしたが、やはり制度上の大いなる矛盾について職員も明快な解答は持ち合

わせていないようであった。しかし、そうであっても使用意図として「個人」

に資すると判断されかねない物を拒絶している姿勢は明確に伺える。会議等で

あっても「飲食等を供する物」はすべて除外してあるし、個人会派が制作する

広報誌であっても個人の見解は控えると言う建前を取ってあるようである。ま

た詳しい仕様等を定める手引きを作成する際にも、市民や自治会長までも加わ

った審議会でその内容を決定した点には注目すべきであろう。この一点からし

ても、常に「市民の目」を意識し、その感性の中で公金としての政務活動費の
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使用が世間の目に適うか否かが根本的な使用の基準になっていると言う面は否

定できない。間違いなく現在の社会情勢を鑑みれば賢明な手法であるとは思う

が、政治活動の本質を考えた際に、そこまで世間に靡くべきか、は本来もっと

本質的な議論として行われても良いのかも知れない。使用基準が厳格であるが

故に、通常の業務にあってもそのチェックや判例的な見解としての助言を行う

議会事務局職員の知識や判断力、また議会との力関係を考えると大変なご苦労

があるであろうことが容易に推察される。常に議員からの「これは良いだろう」

に対して「これはちょっと困ります」と言ったやり取りが繰り返されている姿

は想像に容易い。しかしこの判断基準も先ほど言ったように今現在の「市民の

目」のみに傾注し過ぎるべきではない。この微妙なバランスこそが非常に難し

いであろう。細かな部分としては多くの疑問も※４確かにあったが、これはこう

いった制度を抱える全ての議会が抱

える話で郡山独自の問題では決して

ない。制度自体が持つ現代的な、且つ

根源的な問題であると思われる。むし

ろそういった問題にも逐一答をご用

意して頂けている姿勢に、この事務局

が常に真剣にこの議題に取り組んで

おられる姿勢が伝わってくるようで

あった。ご丁寧且つ貴重な御教授に心

から御礼申し上げる。 

 

 ※１…春日市においてもそれまで政務調査費であったものを平成２５年３月議会におい 

て「政務活動費」と改め、使用用途についても条例化なされている。 

 ※２…春日市においても同様に、政務活動費の支給はあくまで「会派」においてなされており、会派の

人数によって支払額を変えるものとしている。尚、当市では一人会派は認められておらず、会派に

属しない者に対しては現行政務活動費の支給は行われていない。 

 ※３…やはりもっとも危惧されるのが個人に対して支給した場合、政務活動と言う名の個人の収入、県

議会議員や国会議員が現在非難の対象とされているような、所謂「第二の給料」と言う誹りを受け

る事に対する予防策であろうと思われる。会派において使用されるのであれば少なくとも「個人の

収入」と言う見方が軽減するであろうことは容易に想像できる。但し、一人会派に対する支給も認

めているのであれば、会派は即ち個人である。と言うよりも抑々「一人会派」と言う名称自体が文

法的に破綻している。そういった矛盾が制度全体のほころびに繋がりはしないか危惧されるところ

である。 

 ※４…様々な運用上の解釈においての疑問点はあるのであるが、その根源はやはり先程も指摘した「一

人会派」への支給に対するものが大半である。「会派」の広報のみが認められている現状にあって、
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「一人会派」の場合の広報誌は即ち個人の意見ではないのか、問うった問題は永久について回るで

あろう。また、郡山市の場合、個人活動と会派活動との境が付き難いものに関しては通信費(電話代

など)や自動車の燃料費を按分して計上する事となっているが、これもその気になれば突込み所満載

と言う感がしなくもない。また、資料購入に関しても「一般的な教養に関するものは対象としない」

と謳いつつも、一方で個人自宅に購入する新聞を認めると言う寛容さも見受けられる。様々な場面

で多種多様な活動を求められる政務活動の使用範囲を明文化する事の難しさと言うより虚しさを感

じずにはいられない。 

 

 

２．栃木県宇都宮市議会「政務活動費について」 

 

宇都宮市においても平成１３年に政

務調査費として交付対象を「会派」と

し、一人当たり１５万円の支給がなさ

れていたが、平成１９年に「社会情勢

等を鑑み」一人当たり月３万円の減額

を行い、平成２５年の地方自治法の一

部改正に伴い、名称を「政務活動費」

と改め、支給金額の見直しも行い現在

会派に、一人当たり月１０万円を支給

されている。しかし、こちらも郡山市同様に「一人会派」が認められており、

全ての議員に支給がなされている。 

使途基準についてはそれまで曖昧であったものを厳格な運用を図るべく、金

額の見直しを行った平成１９年に議長の諮問機関である「議会制度検討会議」

を立ち上げその中で検討を行い、市民にわかりにくいもの(電話料や自動車燃料

代、自宅用の新聞やパソコン等備

品、議員控室以外の事務所の経費、

海外調査旅行など)を充当しない

事とした上で、新たに「科目別充

当指針」を定め充当の可、不可を

明示している。加えて「政務調査

費取り扱いマニュアル」も作成し※

５統一的な運用を行うようにされ

ている。現状例によって充当され

るとしているものは以下の通りで

ある。 
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科  目 内         容 

研究研修費 会場費、講師謝礼、出席者負担金、会費、旅費等 

調査活動費 旅費等 

資料作成費 印刷製本費、翻訳料等 

資料購入費 図書購入費、資料購入費 

広報広聴費 広報誌・報告書等印刷費、送料、会場費、茶菓子代等 

人 件 費 賃金、交通費等 

事 務 費 消耗品費、事務機器購入費、リース代、通信費、維持管理費等 

その他の経費 上記以外の経費で会派が行う調査研究活動に必要な経費 

宇都宮市の大きな特徴は、郡山市のそれよりも更に「市民に解り易い」運用を

心掛けていると言う点が挙げられる。根拠が明確でないと危惧される通信費や

燃料代と言ったものについて検討会議の席において「充当しない」と言う事が

決定なされている。自宅での新聞代も同様である。ある意味そういった解釈上

運用が曖昧なものについては端から誤解を避ける意味においてこれを除外して

あるとみるべきであろう。しかしながら、当然のように「一人会派」への支給

の根源的な問題は残る。当然のように

「一人会派」が発行する広報誌が即ち個

人の見解ではないのかと言う点は払拭

できない。また、郡山市と違い、事務費

に関して「リース」を推奨すると言った

文言が無いので、会派消滅の際に購入し

た備品等をどのように扱うのか、と言う

点についても未だ実例が無いだけに答

が出ていない状態であった。また、「政

務活動費を充当できない経費の明示」と

してマニュアルに定めてある点は興味深い。「交際的な経費」や「福利厚生に関

する経費」をその実例として明確に謳ってある点は実に明快である。しかしそ

の後に続く「選挙活動に関する経費」「政党活動に関する経費」「その他議員個

人の活動に関する経費」と示してある分については、心情としては充分に理解

できるが若干首を傾げるものだ。なんとなれば、議員の其々の活動は、広い意

味で観ればそれが選挙に繋がっていないとは決して言えないであろう点を挙げ

ることが出来る。これについては総括で述べる。また、「政党活動に関する」も

のを認めないとあるが、これも会派の名称が即ち政党の名称である場合、広報

誌は広義で言うところの「政党活動」に当たるのではないかと言う問題もあろ

う。※６加えて、郡山市と同様に「一人会派」と言う、言葉として既に矛盾と言

うよりも破綻した解釈の中で「議員個人の活動の経費」を認めないと言うのも

必死に質問する榊議員 
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文言としては齟齬を感じずにはいられない。「会派」に支給する事で少なくとも

議員個人の「第二の給料」と言った誹りを受けないようにするところが出発点

である事は充分に理解するが、であるならば「一人会派」を少なくとも認とめ

るべきではない。大いなる矛盾の出発点となってしまう。当然、それはそれで

議員活動に大いなる制約を付ける新たな問題を発生するものである事は理解さ

れた上での苦肉の措置ではあろう。この点についても議会事務局としては非常

に頭の痛い所であろうし、常に判例等引き合いに出せる様に準備をしておく必

要があり気を抜けない日々であろう。しかしながら、この政務活動費の運用指

針については議員だけで構成

される「検討会議」において

検討、決定されているのであ

る以上いつでも制度の変更も

可能であろう。ある意味で時

代に合わせた柔軟性こそが、

この制度の運用において最も

重要視されるものであるとす

るならば、この姿勢は見習う

べきであろう。大変興味深い

御話をお聞かせいただいた。 

 

※５…現在は名称等条例の変更に伴い「政務活動費取扱いマニュアル(改訂版)」となっている。 

※６…事務局の説明では内容があくまでも「市議会」の議会の報告になっていればこれを認めるとして

いたが、本文中にも述べた通り、仮に紙面の半分を「会派名」即ち「○○党宇都宮市議団」とした

場合、受け手によっては充分に「政党誌」と思われても仕方がないであろう。となれば、例えば私

の場合一人で「榊春日会」と言う会派名を使用すれば「榊報」も認めるべきだと言う論法も十分に

成り立つしこれを制止できないであろう。要は受け手の心情によって変わり得る可能性の有るもの

を明文化する際の尋常でない難しさが如実に表れていると言える。 

 

 

[総括として] 

 

 今回両中核市の政務活動費の状況を拝見させて頂く中で、両市が一番重きを

置いている点は、本文中でも何度も触れたが政務活動費が議員にとっての「第

二の給与」であるとか「第二の報酬」と言った非難を避けると言う点である事

は容易に伺える。間違いなく、議員個人にではなく会派に支出する事で個人の

物ではないと言う印象を与える事は切るであろう。しかし、これも何度も触れ
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てきた問題点であるが、「一人会派」への支給を認める時点でこの制度は大きな

綻びを見せる。如何に「会派」を名乗っていようが実情が一人と言う個人であ

る以上、そこで使われる経費は全て個人の物ではないかと言う指摘から逃れる

術はないであろう。報告会を開いてもそこで語られるのはあくまでも個人の意

見にしか成り得ないであろう。会派への支給が個人へのそれを阻止するのが目

的であり、そこに意義を見出そうとするならば「一人会派」への支給は行うべ

きではない。だが、そうなれば当然、政務活動費の支給目的云々以前の大問題

が発生する。会派性などと言うもの自体が其々の議会において便宜上設置され

ている制度にしか過ぎないのに、それよりはるか上位規定である議員の平等で

自由な政治活動に.制約を付けることになってしまうのだ。議員は何も「比例代

表制」の様な、会派への投票で選ばれるわけではない。個々人の、其々の名前

で選出されるのだ。これに対して「誰某は会派を組んでいないから政務活動費

は支給されない」と言うのは立法趣旨からも大きく逸脱していると言わざるを

得ない。ここは確かに大いなるジレンマであろうと思われる。しかしながら、

これは今回内容を見学させて頂いた二市に限らず多くの自治体に見られる姿勢

であろうと思われるが、制度の運営にあたって余りにも過度に「市民の目」を

警戒しすぎてはいないだろうかと言う点が何よりも気にかかるところである。

確かに、ある一定の思想のもと

に行動する市民団体の目は行

政に対して非常に厳しいし、マ

スコミもそれに追随するのか

煽り立てているのか大変厳し

い目で行政の監視を行ってい

るし、特に税金の使い道と言う

事では慎重の上にも慎重に行

うべきであると言う点で異論

はない。しかし、ならば問うが

彼らは正にさまざまな政治活

動の形があると言う事を理解されているのかと言う問題はある。間違いなく彼

らの言う理想の形はあろう。しかし決してそれは絶対ではない。むしろ彼らの

言うところの議員としての活動を突き詰めれば、報酬などは一切受け取らず、

したがって政務活動もする必要が無い、税金を一切使わないボランティアの議

員こそが最も社会の理想と言う事になりかねない。これは明確に私の考えとは

一としないし敢えて暴論であると言わせて頂きたい。否定はしないが絶対に相

容れない考え方だ。この両者が「政務活動費の適正な使用基準は」と言う問い

に対して同じ解釈を導き出せるはずもない。であるならば、その使途や使用基

意見交換に余念のない榊議員 
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準は其々の議員の良識に任せるのが最も相応しいのではないだろうか。実際に、

右翼系と言われる方が集会に参加すれば「不適切」であると言われ、左翼系の

集会であれば「市民活動だ」と言うおかしな解釈は実際に存在する。当然一定

の、最低限の基準はあっても、要は解釈する側の気分であるのは紛れもない事

実である以上、また、其々の信じる信念において政治活動は行われるべきであ

ると言う大原則を鑑みても、政務活動費は個人に支給し、個人の判断で使用す

べきだと言うのが私の究極の解釈である。その使用がおかしいと思われるので

あれば、その個人がそれをおかしいと言うものの矢面に立てばいい話だし、そ

れを説明できない様な使い方ならするべきではない。個人の名前を書いて頂い

て、市民の負託を受けて政治家になった以上その踏み絵は自らに課せばいい話

ではないだろうか。再度言うが「市民感覚」や「市民目線」は常に持っている

必要があるし、それを忘れるようなら議員などしている価値も無いが、だから

と言って全てがそれに当て嵌められるわけも無い。市民は絶対に議員としての

政治活動などする必要がない以上、それがどんなものかは知る由もない。その

事の重要性は丁寧に市民に説明していく義務もあるだろう。そういった意味か

らも議員は其々が責任を持って、其々が信じる政務活動を行うべきだ。そして

その事に対する審判を選挙で受けるべきではないだろうか。この事を忘れて政

務活動費の議論をすれば、間違いなく議会の、憲法に規定された二元代表制の、

更に言えば民主主義の原則を見失う事になりかねない。この点は十分に留意す

べきである。 

 実は当、春日市においては現在、両市において存在する「政務活動費の手引

き」と言った類のものが存在しない。決まりがない訳ではない。現行、会派に

対して一人当たり月額１２，５００円と言う給付の中では、今回の様な会派視

察を行なえばすべて年間の政務活動費を使い切り他の使用使途が存在しないた

めである。当然、そうなれば個人的な蓄財の無いものは広報誌一つ発行するに

もすべて自腹どころか借金をしてこれを行わなければならないことになる。当

然、私財のあるものはこれを行なえる。これが正しい形であろうか。これは突

き詰めれば報酬についても同じことが言えるのだ。私は明確に政務活動費を増

やして頂きたいと考えている。それを以てしてもっと多くの市民に議会や議員

の何たるかを報告したい。感情的な反感は当然あろう。両市を拝見させて頂い

て、やはり多くの問題が内包されている事も改めて感じた。問題は色々とあろ

うが、自らが何等恥じる事のない活動を続ける限り、この主張は今後も続けて

行きたい。 

 大変勉強になった内容の濃い視察であった。御教授頂いた両市の関係者の方

に心から感謝を申し上げる。 
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会派行政視察日程表 
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郡山市行政視察資料 
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宇都宮市行政視察資料 
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